
①
普
通
徴
収
（
納
付
書
ま
た
は
口

座
振
替
）

　

普
通
徴
収
の
世
帯
で
、
口
座
振

替
手
続
き
を
済
ま
せ
て
い
る
場
合

は
、
納
期
限
の
日
に
口
座
か
ら
引

き
落
と
し
を
し
ま
す
。
口
座
振
替

手
続
き
を
し
て
い
な
い
場
合
は
、

７
月
の
通
知
に
１
期
か
ら
９
期
ま

で
の
納
付
書
を
同
封
し
ま
す
。

※
納
付
は
口
座
振
替
が
便
利
で

す
。
市
内
に
本
支
店
の
あ
る
金
融

機
関
で
手
続
き
し
て
く
だ
さ
い

②
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）

　

世
帯
主
が
国
保
に
加
入
し
て
い

て
年
金
を
受
給
し
て
い
る
場
合
、

期別 １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期

納期 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月

通知書 ７月発送（年９回：７月から来年３月まで毎月納付）

●国保税の納期

区分
令和２年度の税率

医療分 後期支援分 介護分

所得割額 世帯内の加入者の所得に応じて計算 6.8％ 2.4％ 2.1％

均等割額 世帯内の加入者の人数に応じて計算 24,100 円 8,700 円 10,700 円

平等割額 加入者がいる世帯に一律で計算 22,000 円 7,300 円 6,600 円

課税限度額 国保税額が課税限度額を超えた場合 63 万円 19 万円 17 万円

●税率（所得割額、均等割額、平等割額の合計が世帯の年税額）

 

み
ん
な
で
さ
さ
え
る

 

国
民
健
康
保
険

　

国
民
健
康
保
険
税

（
国
保
税
）
は
、
国
民
健
康
保
険

（
国
保
）
の

運
営
を
支
え
る
大
切
な
財
源
で
す
。
病
気
や
け
が
に
備
え
、
加
入
者

が
負
担
能
力
に
応
じ
て
納
付
す
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。
本
年
度

の
納
税
通
知
書
は
、
７
月
15

日

（
水
）
に
世
帯
主
へ
発
送
し
ま
す
の
で

期
限
内
に
納
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
合
せ　

国
保
年
金
課
国
保
係

☎
内
線
３
１
３
６
、
白
沢
支
所
生

活
係
☎
内
線
７
８
３
３
、
利
根

支
所
生
活
係
☎
内
線
７
９
４
０

　

納
期
限
を
過
ぎ
る
と
督
促
状
が

発
送
さ
れ
、
そ
れ
で
も
納
め
な
い

で
い
る
と
通
常
の
保
険
証
よ
り
も

有
効
期
間
が
短
い
保
険
証
が
交
付

さ
れ
ま
す
。
さ
ら
に
滞
納
が
続
い

た
場
合
に
は
、
保
険
証
の
代
わ
り

に
「
資
格
証
明
書
」
が
交
付
さ
れ

ま
す
。
資
格
証
明
書
は
、
国
保
の

加
入
者
で
あ
る
こ
と
の
証
明
で
す

が
、
医
療
機
関
を
受
診
し
た
際
に

は
、
窓
口
で
医
療
費
を
い
っ
た
ん
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割
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
国
保
税
は
未
納
の
ま
ま
に
せ

ず
、
納
付
に
つ
い
て
早
め
に
ご
相

談
く
だ
さ
い
。

　

医
療
費
の
増
加
は
国
保
税
の
税

額
に
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
。

特
定
健
康
診
査
や
人
間
ド
ッ
ク

は
、
皆
さ
ん
の
健
康
増
進
だ
け
で

な
く
、
医
療
費
増
加
の
抑
制
に
も

つ
な
が
り
ま
す
の
で
、
積
極
的
な

受
診
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

ま
た
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

（
後
発
医
薬
品
）
を
使
用
す
る
と
、

皆
さ
ん
の
窓
口
支
払
い
を
含
め
た

医
療
費
負
担
を
軽
く
で
き
ま
す
。

一
定
の
要
件
を
満
た
す
と
年
金
か

ら
天
引
き
と
な
り
ま
す
。

※
特
別
徴
収
は
、
申
請
に
よ
り
口

座
振
替
に
変
更
で
き
ま
す

　

国
保
税
を
納
め
る
人
は

　

納
め
な
い
で
い
る
と

　

医
療
費
を
大
切
に

　

納
税
義
務
者
は
世
帯
主
で
す
。

国
保
に
加
入
し
て
い
な
い
世
帯
主

で
も
、
そ
の
世
帯
内
に
国
保
の
加

入
者
が
い
る
場
合
は
、
納
税
義
務

者
と
な
り
ま
す
。

　

納
付
方
法

新型コロナウイルス感染症により減収などがあった人へ

国保税の減免について

　新型コロナウイルス感染症の影響により、世帯

の主たる生計維持者（主に世帯主）の収入が減少

すると見込まれるときは、申請することで国保税

の減免の対象となる場合があります。

●減免の対象となる世帯

▽新型コロナウイルス感染症により、主たる生計

維持者が死亡、または重篤な傷病となった世帯

▽新型コロナウイルス感染症の影響により、主た

る生計維持者の事業収入など（不動産収入、事業

収入、給与収入および山林収入）の減少が見込ま

れ、次の①から③までの全てに該当する世帯

①事業収入などのいずれかの減少額が前年の当該

事業収入などの額の 10 分の３以上

②前年の合計所得金額が 1,000 万円以下

③減少が見込まれる事業収入などに係る所得以外

の前年の所得の合計額が 400 万円以下

※詳細は「令和２年度国民健康保険税納税通知書」

に案内を同封しますのでご確認ください

●減免の対象となる国保税

　令和２年２月１日から令和３年３月 31 日まで

に納期限がある国保税

●申請方法

　新型コロナウイルス感染予防のため、郵送により

申請してください。申請書は市HPからダウンロー

ドいただくか、ご連絡いただければ郵送します。

※倒産や解雇、雇い止めなど、事業主の都合で離

職し、ハローワークから「雇用保険受給資格者証」

が発行された人は、申告することで国保税の軽減

制度が優先適用されます

問合せ　国保年金課国保係☎内線３１３６　

 

各番号（７桁）を市ＨＰ「ページ番号検索」に入力すると関連ページが見られます1234567 

1009991 

※介護分については、40歳から 60歳まで（介護保険第２号被保険者）の人が納めます
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